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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第105期

第１四半期
連結累計期間

第106期
第１四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自　2020年１月１日
至　2020年３月31日

自　2021年１月１日
至　2021年３月31日

自　2020年１月１日
至　2020年12月31日

売上高 （百万円） 82,094 87,744 343,764

経常利益 （百万円） 3,737 16,007 30,887

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 2,141 12,153 11,682

四半期包括利益
又は包括利益

（百万円） △8,057 23,526 5,156

純資産額 （百万円） 212,603 242,346 222,694

総資産額 （百万円） 446,500 461,364 445,579

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

（円） 13.91 78.95 75.89

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.26 52.07 49.55

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における経済環境について、米国では、新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けたワ

クチン接種ペースの加速により、経済活動は持ち直しが見られております。欧州では、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大ペースの再加速により、各国で移動制限や店舗の営業禁止措置が取られるなど、依然として厳しい状況が続

いております。わが国では、新型コロナウイルス感染症の拡大により発出された２度目の緊急事態宣言が、個人消費

や経済活動に大きな影響を与え、緊急事態宣言解除後に経済活動は再開し持ち直しの動きが続いているものの、依然

として厳しい状況が続いております。

　このような状況のもと、当社グループは2021年を起点とする５ヵ年の中期計画「中計'21」を策定し、その中で掲

げた各種経営指標を実現するため、これまで培ってきた得意分野や独自性、研鑽してきた機能別組織機能、変革・強

化を図ってきたガバナンスやコンプライアンス体制をベースに置きながら、取り巻く変化に迅速、かつ柔軟に適応す

る力を当社グループ全体で強化することに取り組みました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は87,744百万円（前年同期比5,650百万円増、6.9％増）、営業利益

は12,702百万円（前年同期比5,766百万円増、83.1％増）、経常利益は16,007百万円（前年同期比12,270百万円増、

328.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は12,153百万円（前年同期比10,011百万円増、467.6％増）となり

ました。

 

　セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

①　タイヤ事業

　北米市場における市販用タイヤについては、発売以来好評のOPEN COUNTRY A/TⅢ（オープンカントリー・エー

ティー・スリー）やNITTO Ridge Grappler（ニットー リッジグラップラー）など当社が強みとしている大口径ラ

イトトラック用タイヤやSUV用タイヤに加え、乗用車用タイヤ、トラックバス用タイヤと全カテゴリーの販売が好

調であり、販売量、売上高ともに前年度を大きく上回りました。

　欧州市場における市販用タイヤについては、需要回復傾向にはあるものの、前年末から継続しているコンテナ不

足による物流遅延の影響、及び供給絞り込みにより、販売量、売上高ともに前年度を大きく下回りました。

　新車用タイヤについては、国内では前年を上回りましたが、北米では前年を大きく下回った結果、全体の販売量

は前年並みとなり、売上高は前年度をやや下回りました。

　国内市場における市販用タイヤについては、新型コロナウイルス感染症拡大の一時的な落ち着きによる需要増加

に加え、新商品PROXES CL1 SUV（プロクセス・シ－エルワン・エスユーブイ）を中心としたSUV用タイヤの販売に

注力したことにより、販売量、売上高ともに前年度を上回りました。

　その結果、タイヤ事業の売上高は77,741百万円（前年同期比5,444百万円増、7.5％増）、営業利益は13,191百万

円（前年同期比5,791百万円増、78.3％増）となりました。

 

②　自動車部品事業

　自動車用部品については、北米では寒波の影響を受けましたが、受注車種の販売が好調でした。

　その結果、自動車部品事業の売上高は9,992百万円（前年同期比210百万円増、2.1％増）と前年並みとなり、営

業損失は479百万円（前年同期は474百万円の営業損失）となりました。
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③　当社免震ゴム問題に係る製品補償対策費及び製品補償引当金繰入額の状況

　2015年12月期において、出荷していた製品の一部が国土交通大臣認定の性能評価基準に適合していない等の事実

が判明いたしました。

　当第１四半期決算において、製品補償対策費299百万円（主として、免震ゴム対策本部人件費）を特別損失とし

て計上しております。

　現時点で合理的に金額を見積もることが困難なもので、今後発生する費用（主として、営業補償や遅延損害金等

の賠償金、追加で判明する改修工事費用の金額が既引当額を超過する場合の費用等）がある場合には、翌四半期連

結会計期間以降の対処進行状況等によって、追加で製品補償引当金を計上する可能性があります。

 

(2）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は461,364百万円となり、前連結会計年度末に比べ15,785百万円増加しまし

た。これは、主として、たな卸資産等や有形固定資産、株価上昇により投資有価証券が増加したことによります。

　また、負債は219,017百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,867百万円減少しました。これは、主として、社債

の発行により社債が増加した一方、長期借入金の返済や未払金、仕入債務、免震問題に係る対応の進捗により製品補

償引当金が減少したことによります。なお、有利子負債は111,447百万円となり、前連結会計年度末に比べ868百万円

増加しました。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は242,346百万円となり、前連結会計年度末に比べ19,652百万円増加しまし

た。これは、主として、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金、円安の影響により為替換算調

整勘定が増加したことによります。

　この結果、自己資本比率は52.1％となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断す

るための客観的な指標等に重要な変更及び新たに定めたものはありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、当第１四半期連結

累計期間において、その内容に重要な変更はありません。
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(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,766百万円であります。

　当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の重要な変更は、次のとおりであります。

 

〔タイヤ事業〕

　国内市販用タイヤについては、SUV用タイヤブランド「OPEN COUNTRY」シリーズにおいて、オフロード性能とオン

ロード性能を高い次元で両立させたハイブリッド商品「OPEN COUNTRY R/T（オープンカントリー・アール

ティー）」、不整地や泥濘地などあらゆる悪路も走破できるパフォーマンスと耐久性を有するオフロード向け商品

「OPEN COUNTRY M/T（オープンカントリー・エムティー）」の新サイズを、2021年２月より発売開始いたしました。

　また、オフロード走行における優れたトラクション性能を有しつつ、オンロード走行時での静粛性を確保したSUV

用ALL Terrain（オールテレイン：全地形型）タイヤ「OPEN COUNTRY A/T EX（オープンカントリー・エーティーイー

エックス）」を、2021年５月より発売開始いたしました。OPEN COUNTRY A/T EXはミドルクラスのSUVをターゲット

に、純正サイズを中心としたラインアップでユーザーニーズに応えてまいります。

 

〔自動車部品事業〕

　設計技術の標準化や効率化による競争力向上とともに、次世代自動車向けの静粛性ニーズに対応する高周波数領域

でも低い動バネ定数を持つモーターマウントの開発を進めております。また、金属の代替として樹脂の適用技術も含

めた軽量化技術の向上や、タイヤ事業の解析技術や評価技術と融合させたモデルベース開発の技術構築など、当社グ

ループの強みを生かしたモジュール部品の提案ができるように取り組んでおります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
（2021年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（2021年５月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 154,111,029 154,111,029
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 154,111,029 154,111,029 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年３月31日 － 154,111 － 55,935 － 33,071

 

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2020年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

    2020年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
－ 単元株式数は100株であります

普通株式 177,700

(相互保有株式)
－ 単元株式数は100株であります

普通株式 15,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 153,791,700 1,537,917 同上

単元未満株式 普通株式 126,129 － －

発行済株式総数  154,111,029 － －

総株主の議決権  － 1,537,917 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10

個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が次のとおり含まれております。

自己株式 2株

 

② 【自己株式等】

    2020年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ
株式会社

兵庫県伊丹市藤ノ木
２丁目２番13号

177,700 － 177,700 0.11

(相互保有株式)
茨城トーヨー株式会社

茨城県東茨城郡茨城町
小幡南表13－65

15,000 － 15,000 0.00

浩洋ゴム株式会社
神戸市長田区菅原通
７丁目４－１

500 － 500 0.00

計 － 193,200 － 193,200 0.12

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第64

号。）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年１月１日から2021年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 37,650 36,195

受取手形及び売掛金 72,598 69,694

商品及び製品 40,061 46,431

仕掛品 3,030 3,395

原材料及び貯蔵品 12,690 14,871

その他 15,050 13,542

貸倒引当金 △343 △361

流動資産合計 180,739 183,769

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 62,309 65,216

機械装置及び運搬具（純額） 92,574 100,855

その他（純額） 45,823 40,372

有形固定資産合計 200,707 206,444

無形固定資産   

その他 4,851 5,155

無形固定資産合計 4,851 5,155

投資その他の資産   

投資有価証券 39,986 44,699

その他 19,398 21,398

貸倒引当金 △104 △103

投資その他の資産合計 59,280 65,994

固定資産合計 264,839 277,594

資産合計 445,579 461,364
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,666 25,559

コマーシャル・ペーパー 6,000 5,000

短期借入金 16,200 15,422

未払金 21,580 17,504

未払法人税等 1,766 4,878

製品補償引当金 9,192 7,256

その他 24,236 25,630

流動負債合計 108,643 101,251

固定負債   

社債 － 10,000

長期借入金 86,010 78,536

退職給付に係る負債 5,437 5,650

製品補償引当金 9,126 9,233

その他の引当金 100 100

その他 13,567 14,245

固定負債合計 114,242 117,766

負債合計 222,885 219,017

純資産の部   

株主資本   

資本金 55,935 55,935

資本剰余金 54,504 54,504

利益剰余金 90,866 99,170

自己株式 △146 △147

株主資本合計 201,159 209,463

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 19,086 22,466

繰延ヘッジ損益 3 △98

為替換算調整勘定 △2,609 5,309

退職給付に係る調整累計額 3,136 3,104

その他の包括利益累計額合計 19,616 30,782

非支配株主持分 1,918 2,101

純資産合計 222,694 242,346

負債純資産合計 445,579 461,364
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自 2020年１月１日
　至 2020年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

売上高 82,094 87,744

売上原価 52,860 52,224

売上総利益 29,233 35,520

販売費及び一般管理費 22,297 22,817

営業利益 6,936 12,702

営業外収益   

受取利息 116 76

受取配当金 215 124

為替差益 － 3,690

持分法による投資利益 68 38

その他 613 415

営業外収益合計 1,014 4,346

営業外費用   

支払利息 510 363

為替差損 2,957 －

その他 745 678

営業外費用合計 4,213 1,041

経常利益 3,737 16,007

特別利益   

投資有価証券売却益 1,255 246

特別利益合計 1,255 246

特別損失   

固定資産除却損 114 53

減損損失 ※２ 68 ※２ 93

製品補償対策費 ※１ 691 ※１ 299

製品補償引当金繰入額 ※１ 365 －

特別損失合計 1,239 446

税金等調整前四半期純利益 3,753 15,807

法人税等 1,709 3,525

四半期純利益 2,043 12,281

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△97 128

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,141 12,153
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自 2020年１月１日
　至 2020年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

四半期純利益 2,043 12,281

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5,892 3,380

繰延ヘッジ損益 25 △102

為替換算調整勘定 △4,142 7,896

退職給付に係る調整額 △57 △31

持分法適用会社に対する持分相当額 △35 101

その他の包括利益合計 △10,101 11,244

四半期包括利益 △8,057 23,526

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △7,912 23,318

非支配株主に係る四半期包括利益 △145 207
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

税金費用の計算

　一部の連結子会社を除き、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）に

記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について、重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　偶発債務

　　当社は、建築基準法第37条第２号の指定建築材料に係る国土交通大臣認定を受け、当社自身により、又は当社

の連結子会社である東洋ゴム化工品株式会社を通じて、建築用免震積層ゴムを製造・販売しておりましたが、

2015年12月期において、出荷していた製品の一部（納入物件数154棟、納入基数2,907基）が国土交通大臣認定の

性能評価基準に適合していない等の事実が判明いたしました。

　当社は、原則として当該製品について、当初の設計段階において求められた性能評価基準に適合する製品へと

交換・改修を進める方針です。

　当該事象により、金額を合理的に見積もることができる改修工事費用等については製品補償引当金を計上して

おります。

　なお、改修工事費用について、既に見積書等により金額が判明している物件（150棟、納入基数2,843基）につ

いては個別引当を行い、その他の物件については社内の査定結果等に基づいて個別引当を行っております。ただ

し、物件毎の改修工事については個別性が高いことから、今後の改修工事費用算定の前提条件が変更された場合

等、追加で判明する改修工事費用の金額が既引当額を超過する可能性があります。また、営業補償や遅延損害金

等の賠償金の中には、現時点では金額を合理的に見積もることが困難なものがあります。

　したがって、翌四半期連結会計期間以降の進行状況等によっては、追加で製品補償引当金を計上すること等に

より当社の連結業績に影響が生じる可能性があります。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　製品補償対策費及び製品補償引当金繰入額

　当第１四半期連結累計期間に発生した免震ゴム問題に係る改修工事費用等の対策費用を製品補償対策費として、

翌四半期連結会計期間以降の改修工事費用等の対策費用の見積額を製品補償引当金繰入額として特別損失に計上し

ております。

 

※２　減損損失

前第１四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年３月31日）

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

　当社グループは、内部管理上採用している事業区分を基礎として事業用資産をグルーピングしており、賃貸資

産、売却等処分の意思決定がされた資産及び将来の使用が見込まれていない遊休資産は、個々の物件単位でグルー

ピングを行っております。

場所 用途 種類 金額（百万円）

三重県員弁郡他 自動車部品製造設備 機械装置及び運搬具他 68

　三重県員弁郡他における自動車部品製造設備については、自動車部品の製造及び販売を行っている当社及び国内

子会社において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、減損の兆候が認められたため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、機械装置及び

運搬具42百万円、その他26百万円であります。なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、機械装置及び運搬具他について、備忘価額により評価しております。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

　当社グループは、内部管理上採用している事業区分を基礎として事業用資産をグルーピングしており、賃貸資

産、売却等処分の意思決定がされた資産及び将来の使用が見込まれていない遊休資産は、個々の物件単位でグルー

ピングを行っております。

場所 用途 種類 金額（百万円）

三重県員弁郡他 自動車部品製造設備 機械装置及び運搬具他 93

　三重県員弁郡他における自動車部品製造設備については、自動車部品の製造及び販売を行っている当社及び国内

子会社において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、減損の兆候が認められたため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、機械装置及び

運搬具47百万円、その他46百万円であります。なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、機械装置及び運搬具他について、備忘価額により評価しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

減価償却費 5,231百万円 5,324百万円

のれんの償却額 46百万円 －百万円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年３月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年３月27日
定時株主総会

普通株式 3,848 25 2019年12月31日 2020年３月30日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月30日
定時株主総会

普通株式 3,848 25 2020年12月31日 2021年３月31日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年３月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額 タイヤ事業
自動車
部品事業

計

売上高        

(1）外部顧客に
　　対する売上高

72,297 9,782 82,079 14 82,094 － 82,094

(2）セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

0 － 0 21 21 △21 －

計 72,297 9,782 82,079 35 82,115 △21 82,094

セグメント利益又は損失
(△)
(営業利益又は損失(△))

7,399 △474 6,925 22 6,947 △11 6,936

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内関係会社に対する融資及び債

権の買取、不動産業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△11百万円には、セグメント間取引消去等が含まれております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

その他 全社・消去 合計
タイヤ事業 自動車部品事業 計

減損損失 － 68 68 － － 68

 

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額 タイヤ事業
自動車
部品事業

計

売上高        

(1）外部顧客に
　　対する売上高

77,741 9,992 87,734 10 87,744 － 87,744

(2）セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

－ － － 16 16 △16 －

計 77,741 9,992 87,734 27 87,761 △16 87,744

セグメント利益又は損失
(△)
(営業利益又は損失(△))

13,191 △479 12,711 △3 12,708 △5 12,702

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内関係会社に対する融資及び債

権の買取、不動産業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△５百万円には、セグメント間取引消去等が含まれております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

その他 全社・消去 合計
タイヤ事業 自動車部品事業 計

減損損失 － 93 93 － － 93

 

EDINET提出書類

ＴＯＹＯ　ＴＩＲＥ株式会社(E01090)

四半期報告書

16/20



（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額  13円91銭 78円95銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 （百万円） 2,141 12,153

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

（百万円） 2,141 12,153

普通株式の期中平均株式数 （千株） 153,922 153,932

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2021年５月14日

ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

　 大阪事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松　　山　　和　　弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 吉　　形　　圭　　右　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 藤　　本　　裕　　人　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＯＹＯ ＴＩ

ＲＥ株式会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年１月１日か

ら2021年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年３月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ株式会社及び連結子会社の2021年３月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）１ 偶発債務に記載されているとおり、会社及び会社の連結子会社が製造・販

売していた建築用免震積層ゴムが性能評価基準に適合していない等の事実が判明した。当該事象により、金額を合理的に

見積もることができる改修工事費用等については製品補償引当金を計上しているが、今後の進行状況等によっては、追加

で製品補償引当金を計上すること等により、会社の連結業績に影響が生じる可能性がある。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書にお

いて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記

事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

ＴＯＹＯ　ＴＩＲＥ株式会社(E01090)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

